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会　　議　　の　　概　　要 

開議　１０：００～ 

１　開議 

 

［事務局日程説明］ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　１０：０１ 

２　議案審査 

（１）令和６年度亀岡市一般会計決算認定について（第８号議案所管分） 

 

≪１０款教育費(４項幼稚園費まで） 歳入・歳出説明、質疑≫ 

 

（教育部　入室） 

１０：０３～ 

【教育部】 

教育長　　あいさつ 

　　　　（あいさつ後、退席） 

１０：１３ 

各課長　　説明 

１１：２２ 

≪質疑≫ 

＜松山委員＞ 

　２４９ページのスクールロイヤーといじめ防止対策推進委員会について伺う。　

このスクールロイヤーは弁護士は１名当たり何校ぐらい対応されているのか。 

 会　　　　　　　　　議　　　　　　　　記　　　　　　　　　録

 

会 議 の 名 称
決算特別委員会 

総務文教分科会

会議場所　第１委員会室

 
担当職員　小川

 
日　時 令和７年９月１７日（水曜日）

開　議　　　午前１０時００分

 閉　議　　　午後　４時４０分

 出席委員 ◎竹内　○三上　原野　小林　浅田　山本　松山　福井　

 

執行機関出席者

川勝教育長、中川教育部長、飛田教育部次長、数井教育総務課長、今西学校教育課長、

黒田教育支援担当課長兼指導主事、小林社会教育課長、森岡社会教育課人権教育担当課

長、岩崎学校給食センター所長、西山図書館長、大石みらい教育リサーチセンター所長

兼学びサポート係長事務取扱、山内みらい教育リサーチセンター副所長兼学びプロモー

ション係長、柳谷教育総務課副課長兼施設係長事務取扱、榎本教育総務課総務係長、 
出口教育総務課管理係長、井内学校教育課学事係長、石田学校教育課指導係長、田中社

会教育課児童クラブ事業推進係長、山口社会教育課主幹、山本図書館副館長

 事務局 小川事務局次長

 
傍聴 可・否 市民　０名 報道関係者　０名 議員 ０名（　　　　）
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＜学校教育課長＞ 

　この学校はこの弁護士が担当するという配置の仕方はしていない。今現状、京

都弁護士会からお二人の弁護士を推薦をいただき、その案件が発生した場合に、

そのスクールロイヤーのお二人に内容をお伝えして、どちらの弁護士が対応す

るのかということを決定していただき、ご対応していただいている。 

＜松山委員＞ 

　京都府弁護士会から２名、年間で固有の２名がいらっしゃるという考え方でよ

かったか。 

＜学校教育課長＞ 

　そのとおりである。 

＜松山委員＞ 

このいじめ防止対策推進委員会の位置づけを、もう一度確認をさせていただき

たい。いじめの事案が発生した。重大なものであれば、生涯学習部のほうに出

てくるいじめ調査委員会が発足されて、その中で審議がされる。このいじめ防

止対策推進委員会は、それよりも少し前段階の中でのいじめ防止対策を検討さ

れている委員会なのか、事案が起こった場合、どういった形で動いていくのか、

伺いたい。 

＜学校教育課長＞ 

　今おっしゃられたとおりで、生涯学習部人権啓発課とも連携しながら取組を進

めている。教育委員会が、私どもが所管するいじめ防止対策推進委員会の役割

が２つある。１つ目が、主な役割であるが、いじめ防止に対する啓発とか、取

組、つまりいじめをなくしていこうする取組を、どういいうように取り組めば

よいのか、今の亀岡市の教育委員会の取組で足りているのかどうかを審議いた

だき、こういう取組をしたほうがよいのではないかという提案もいただくこと

が、この委員会の役割の一つである。それが本来の役割であるが、その次の役

割は、その同一の委員会が形態を変えて、同じ委員が参画をした上で、重大事

態の調査委員会としての役割も担うことにもなっている。これはいじめの重大

事態が疑われる、疑わしきものも含めて発生した場合、そういう人格にこの委

員会が変わって、調査を行うことになる。先ほど松山委員がおっしゃっていた

だいたように、人権啓発課と委員会との役割の分担は、まずいじめ防止対策推

進法においては、重大事態の発生がされた場合は、まず教育委員会の附属機関

で、当然、学校で実態把握はするが、その後、教育委員会のほうで、教育委員

会の附属機関として事実関係の把握、実態の調査というものをすることが定め

られている。この教育委員会の附属機関が、今、我々が担当している部分にな

る。この調査結果を当然として、被害者なり、被害者の保護者なり、加害者の

保護者なり、いじめに関係する方々へ調査結果を報告する。その報告をした結

果、再調査を申し出られるケースがある。その再調査を実施する機関は、市長

の附属機関で再調査を行うことが定まっている。したがって、その再調査を行

う市長の附属機関を担っているのが、生涯学習部人権啓発課である。この重大

事態が発生した後の調査等々については、そういう２段階の委員会で調査をし

ていくというような流れになっている。 

＜松山委員＞ 

　その市長の附属機関で人権啓発課にしておいたほうがよいのか。例えば市長公

室とか、人権啓発課がなじむのかというところと、あと、これは今、課長がお
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っしゃっていただいたみたいに、法律で決められているという理解をしておい

たらよいのか。 

＜学校教育課長＞ 

　市長の附属機関は定められているが所管部署がどこというのは、定められてい

ない。 

＜松山委員＞ 

　今のお話を聞くと、できるできないはいろいろあると思うけれども、スムーズ

な流れをこれまでも取られていると理解はしている。例えばこれからのいじめ

の事案もすごく多様化しているような状態の中で、より綿密に教育委員会とし

て、このいじめ調査委員会も持っておくほうがよいのかと思っている。なぜか

と言うといじめ対策委員会は、形態を変えるのみで委員も中身は一緒のことで

ある。その委員がいじめ調査委員会の委員にもなるのであれば、生涯学習部に

置く必要がないと思っていて、何かいじめ調査委員会を生涯学習部に質問をす

ると、それは教育部で聞いてくださいと返答される。別に、プライバシーの部

分を聞きたいわけでは全くないが、何かあったときに、教育委員会に聞いてく

ださいと言われるのであれば、もういじめ調査委員会も形態を変えて同様の委

員でもあるので、この中に入れるほうが馴染むのではないか。 

＜学校教育課長＞ 

　結論から申し上げると、先ほどいじめ防止対策推進法の法律であるが、第１４

条の規定によって教育委員会に調査委員会を設定する。第３０条の規定により、

市長の附属機関を設置するとなっているので、一定、２機関に分けて再調査を

する。それは、この法律から読むと、調査機関を変えて、事象を点検せよとい

うことが主になってくるのではないかと思う。もう一点、我々が設置している

いじめ防止対策推進委員会は、いじめ防止啓発活動の取組も審議いただくけれ

ども、この委員会の中にも弁護士も加わっていただいている。様々な機関、医

師も入っていただいているので、必ずしも教育委員会が設置している調査機関

のほうの調査が手薄になるということはない。委員の中の弁護士を中心として、

その法的見地を持った調査をいただいている。それと、一番大事なのは、教育

委員会が調査をしているわけではなくて、教育委員会が、よく言われる第三者

委員会という表現をよくするのが、教育委員会は会議の準備、調査の段取りは

するけれども、その調査の中には入っていかない。その委員会が調査いただい

た結果を聞かせていただいて、事務局的な立場というか、事務的なことはする

が、調査には一切入らず、委員の皆様で調査を進めていただくことになってい

る。あと１点、ちょっと余談になるけれども、今、亀岡市では、市長の附属機

関へ再審が申し立てられて調査をしている件数は、非公表だけれども、ないと

いうのが現状である。 

 

＜松山委員＞ 

　もう一つ、教育委員会に情報が来ない、例えば現場は学校で、事件は現場で起

こっているというのがあったけれども、本当にそうだと思うし、現場で話が上

がって、結局、もしかしたら重大かもしれないようなぎりぎりのラインのとこ

ろが教育委員会に上がってこない状況、要は、学校の現場の校長先生や、もし

かしたら担任レベルになるのかもしれないけれども、そこで、ある種、収めて

しまう部分があって、教育委員会まで情報が共有されない場合、これがやっぱ
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り教育委員会として実態の把握がなかなかしづらい部分はあると思うが、そう

いったことを例えば見ていくことになったときに、どういったことをしたら現

場の状況が分かるのかと思い、すごくふわっとした質問だけれども、なかなか

把握し切れない部分があると思う。 

＜学校教育課長＞ 

　今おっしゃられるとおりである。学校現場においては、もう子ども間、保護者

間、子どもと先生間、先生と保護者間で様々な事象が起きている。いじめの定

義も若干曖昧な部分があるが、いじめ防止対策推進法で「いじめ」を定義され

ている。その中で重大事態と疑わしきものは、京都府教育委員会に報告するこ

とになっている。報告案件かどうかの境界がなかなか難しいが、いじめ防止対

策推進法の解釈では、例えば、学校に行きづらくなった、学校に行けなくなっ

たケース、この要因がいじめと疑われるものであれば、重大事態の疑いとして

扱いなさいということになっている。いじめ防止対策推進法の中でのいじめの

定義が広く捉まえられることになったので本市教育委員会への報告がたくさん

来るようになった。その中には、ちょっと事象の緊急性を伴うもの、緊急性を

あまり要しないと考えられるものなど、様々な要件が入ってまいる。それを全

て、先ほど言ったフローで第三者委員会にかけていると、本当に重大なことが

起きたときに第三者委員会が機能しないことになってしまう。これを防ぐため

に、どうしても学校の現場において、一定の合意形成、いじめがなくなる、い

じめのその事象が抑えられるように取り組められないかを昨年度考えた結果、

やっぱり学校にも、いじめ防止対策推進法が悪いという意味ではないけれども、

この法律にのっとった動きが学校現場としてできているかどうかを常に学校の

先生方が不安に感じられて、平たい言い方をすると、どこかからの訴えが学校

になるのではないか、法律的にやっぱり責任を果たせていないのではないかと

いうような学校への御意見が来ることも心配をされて、学校としても動きにく

くなった。ということは、教育委員会に報告しておけばよいと考えられること

につながる。全てこのフローに落とすと、教育委員会も対応できないことも考

えられるので、そこで制度的に考えたのがスクールロイヤーという制度である。

第三者委員会にかけるのが嫌というわけではなく、第三者委員会の中で、より

学校に近い現場の中で法的な見解も持って学校の先生がきっちりと対応して、

その事象が収められるように取り組むことができるようにスクールロイヤーの

予算を計上した。 

＜教育次長＞ 

　学校現場の中で昨年８月だったと思う。いじめの防止のガイドラインが改訂さ

れて、そのガイドラインの中身をしっかりと読んで、これがいじめの対象にな

るのかどうかということは、各学校でチェックしていただいている。そのこと

によって、先ほど課長も説明したが、ちょっとしたことでも、校長先生から教

育委員会に連絡が入って、スクールロイヤーに確認して行こうとすることは、

結構な件数になってきている。そういう形でできるだけいじめ防止に近い対応

としているのが現状である。 

＜松山委員＞ 

　このスクールロイヤーの件数としては令和６年度に何件、相談も含めて教えて

ほしい。 

＜学校教育課長＞ 
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　報酬を支払った相談は３件であり、３件を対応いただいた。 

＜山本委員＞ 

　関連で、４万８，１２５円の金額の根拠を教えてほしい。 

＜学校教育課長＞ 

　こちらのほうは、時間単価で、京都弁護士会と１時間当たりの相談で１万６，

５００円という時間単価は設定をさせていただいている。割り切れない金額で

あるが電話相談の場合は、その時間を１時間ではなくて、時間案分をするよう

な形であったり、移動を伴う交通費については、別途と支払い、１万６，５０

０円の基本単価に移動費を加えて、令和６年度はこの決算額になっている。 

＜山本委員＞ 

　３件の中の案件についてどのような内容か。 

＜学校教育課長＞ 

　固有の学校名、個人名は控えさせていただくが、１件目が、保護者間のトラブ

ルの仲裁に学校が入ってほしいということで、学校が悩んでおられた。その場

合、学校としてどう振舞ったらよいかというケースが１件。もう一件は、ＰＴ

Ａに絡むことであるが、ＰＴＡの活動に対して、学校としての関与の仕方の相

談であり、保護者の方と齟齬、意見の擦れ違いがあった。これについて、学校

としてどういうふうな法的な見解を持って対応したらよいのかというのが１件。

最後に、保護者と教師間のトラブルがあって、いずれにしても、やっぱり学校

としてどういうふうに対応したらよいのかを法的な見解を持ってお答えし、相

談に対応ができるのか、先生方もしかり、保護者の方への説明も理論立てて説

明できるようにするために、先生方の安心感を培われたのではないかと思って

いる。 

＜山本委員＞ 

　それを活用したことで結果はどのようになったのか。 

＜学校教育課長＞ 

　結論から言うと、問題事象の合意形成は、スクールロイヤーに相談したからと

いって、すぐに解決したということにはなかなかならない。スクールロイヤー

制度はもう皆さん御承知いただいているが、学校の先生の代わりに、学校の校

長先生の代わりに保護者に説明してきてほしい、これはスクールロイヤーでは

ないので、学校の先生方が相談する、保護者の意見も含めて相談をするという

ことになって、、先生方のスキルの向上も含めて学校の対応力を向上するスク

ールロイヤーの役割となっているので、スクールロイヤーが解決してもらえる

ものではない。合理的な説明は保護者にはできたことは確実ではあるが必ずし

もきっちりと合意形成が図られた、保護者間とのトラブルがなくなった、理解

をいただいたということにはなかなか直接つながらない。その後、頻繁に相談

の連絡がないということから考えると、一定この対応が功を奏していると思っ

ている。 

＜山本委員＞ 

　２４８ページのまなびの機会確保補助金である。件数が３０件のうち、児童・

生徒の在籍状況はいかがか。小学校は何人であり中学校は何人か。 

＜学校教育課長＞ 

　フリースクールに通っておられる方の補助であり、小・中学校別に分けていな

かった。小学校が１７件、中学校が１３件の合計３０件となっている。 
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＜山本委員＞ 

　対応してくださる施設が以前は６施設と聞いていたが、先ほどの説明の中では

９施設になっていると思うが、市内・市外を含めて対応を、オンラインも含め

て、状況を伺いたい。 

＜学校教育課長＞ 

　対応している施設は９件であり、亀岡市内にあるのが３施設である。これは、

実際に対面で行っていただいている。近年、増えてきているのがオンラインス

クールである。これは、固有名詞を出してもよいと思う。Ｎ中等部とか、成基

学園がやっておられるオンラインスクールとか、ＹＭＣＡがやっているオンラ

インスクールとか、各学習塾系が多い。トライのグループがやっているオンラ

インスクールとか京都市内の二条駅前にあるＹＵＭＥ　Ｓｃｈｏｏｌというと

ころにも、通っておられる方もいる。補足ではあるがこの制度はフリースクー

ルを亀岡市として認定するということではなくて、この児童・生徒がこのフリ

ースクールを活用するという情報が学校から教育委員会に入ってくる。その学

校との連絡とか、日頃のその児童生徒の状況が学校とフリースクールとの間で

連携が取れているかどうか、また学習環境面とかが行き届いているかどうか、

指導面が行き届いているかどうかというようなところを、その都度、教育委員

会のほうが出向いて、一定、確認をさせていただく。その確認内容に基づいて、

この児童生徒がこのスクールに通うことが指導上一定有効であることが確認で

きた場合に限って、この児童生徒がこの学校に行くことを限定して補助をして

いくことになる。 

＜山本委員＞ 

　私は、市が認定しているフリースクールじゃないと駄目というふうに思ってい

たので、そうじゃなくて、行きたいと思っておられるところに、教育委員会が

調査をされて認定していることが分かった。オンラインが結局何校あったのか。

３校までは聞いたけれども、市内が３件で対面で、オンラインが３件まで聞い

たのだが、オンラインが３件で、あとの残りは対面か。 

＜課長＞ 

　実は、併用されているところもある。リアルに来ていただいても結構だし、来

られないときはオンラインでというところもあるが、オンラインをやっておら

れるのは、９施設中５つである。 

＜竹内委員長＞ 

　関連で、以前、委員からも出ていたフリースクールの出席は、この数字の出現

率に含まれるのか。 

＜学校教育課長＞ 

　結論から言うと、フリースクールで出席認定していても、この調査上では不登

校として扱い、出現率に含まれる。 

＜福井委員＞ 

　今の話の関連だが、詳しく教えていただいて、よく分かった。今の時代だから、

オンラインとか、それは当然お使いになったらよいと思うが、子どもの教育の

機会を奪うことはできないので、それでも結構かなと思うが、例えばオンライ

ン専門みたいなところもあるのか。 

＜学校教育課長＞ 

　オンライン専用のところもある。 
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＜福井委員＞ 

学習塾の延長というか、学習塾をメインでやっているようなところがそういう

ことをし始めているのかなというイメージで聞いたが、それはもうほとんど商

売ではないかと思った。別に商売というか、学校法人は、私立小学校・中学校

に行ってもこれは義務教育だから、これは構わないのだけれども、不登校でな

かなか学校へ何らかの理由で行けない児童生徒が行けないから、教育機会の均

等を担保するために、教育委員会から１万円を補助するわけである。それを、

だからその児童生徒たちが、例えばフリースクールの対面式での併用のところ

であればよいけれども、今日は学校には行けないが、フリースクールには行け

るから、頑張って行く。それは、まだ何とか何となく「うん、頑張れ」と思う

が、相手は商売でやっているオンラインの教育機関を受講したら、欠席扱いは

分かったけれども、子どもの教育機会の喪失にはならないかもしれないが、何

かすごく違和感を感じた。それをやってしまうと、今後広がらなかったらよい

が、本当に学校に行かない児童生徒が増えていったら、学校に行かんでもオン

ラインで勉強を教えることになってしまったら、もう学校という義務教育の値

打ちがなくなってしまう。これは、ちょっと今聞いて、深く読み過ぎたかもし

れないけれども、非常にちょっとそういうことを感じた。 

＜学校教育課長＞ 

総務文教常任委員会の委員の皆様からも、不登校対策について充実するように

という提言書をいただいている。その中にも、きっちりと書いていただいてい

る。公教育の在り方とは、きっちり学校の魅力とはと書いていただいている。

当然、学校教育課が担当する。学校の在り方、学校の大切さというものは、当

然補完していかなければいけない、守っていかなければいけない、公教育を守

っていかなければいけないというものを念頭に、肝に銘じて授業に邁進するが、

今日、学びの多様化という部分がちょっと出てきている。やはり社会とのつな

がりを、接点を持てない、持ちにくい子どもたちがいる。この子たちに学びを

保障していくというところも、一定、学校教育の魅力を高めるということと併

せて考えていかなければいけない時代ということが、この不登校の出現率が右

肩上がりで上がってきている現状の対策として必要である。当初予算のときに

もお話しさせていただいたが、それも含めて、今、教育委員会では、この不登

校対策・対応から事を発展化させて、学びの保障をどうしていくのかというこ

とを、一定、プラン化していこうしており、専門的に集中して、今、その計画

づくりを進めているところである。　来年度当初予算には、それに伴った何ら

かの推進施策を考えているところである。学校は学校としてきっちりと公教育

の大切さを考えた上で、この学びの多様化にも対応していかなければいけない

ことが、今の教育委員会での学校教育なり子どもの教育につなげるためのミッ

ションと思っているので、取り組んでいきたい。 

＜福井委員＞ 

　それは、課長がおっしゃるとおりである。それで、正直、それで頑張ってもら

わなければならないが、ほんまに難しい。やっぱり、逆にどこまでもオーケー

である。変な話、どこで勉強をしていても、教育機会の均等化が図れるのなら

ばと、これは国の法律である。ならば、オーケーと言い出したら、学校へ行く

児童・生徒が、あほらしくなって行けなくなるわね。それで、行きたい学校づ

くりと言っているのは、まさにそのとおりで、それを頑張ったとしても、オン
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ラインで勉強したら、それでよいみたいに、世の中がどうもそうなっていって

いるから、それなら、朝早く起きて、気の毒に山の上からバスに乗って、朝早

く起きて、しんどいのに気張って学校に通うとか。それで、やっと出席して、

卒業している児童・生徒と、これはもう、ある意味、教育の機会で学校に行け

ないから、大事に大事に、かわいそうにかわいそうにと言って、オンラインで

勉強したらよいかもしれないが反対のこともあるわね。一生懸命学校に行って、

汗をかいて、べそをかいて、重たいかばんを持って行っている児童・生徒をど

うしてあげるのか。せっかくのよい機会なので、思ったことを発言した。 

＜教育部長＞ 

　今、福井委員もおっしゃっていただいていたこともよくよく受け止めながら、

やっぱり学びというものがどういうものなのかを、教育委員会という立場でし

っかり考えていかないといけない。勉強、国語・算数・理科・社会、いわゆる

教科と言われるところの学びに合わせて、その子が将来社会に出て、いわゆる

一般的に社会的自立という言葉もあるが、社会的自立とは、そしたら何にかと

いう、そこもまた考えていかなければならないことでもあるが、いわゆる狭義

な意味での勉強だけに捉われず、児童・生徒が大人になって生きていく力をど

ういうふうに身につけてもらうかということも併せて考えていかなければなら

ず、改めて思ったところである。 

＜竹内委員長＞ 

　ここで休憩に入る。再開１時００分とする。 

 

（休　憩）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２：００～１３：００ 

 

（再開） 

＜三上副委員長＞ 

　限られた予算の中で頑張っていただいていることに敬意をまず表しておく。あ

りがとう。昔は、亀岡の先生に聞いたら、教育委員会に言っても何もしてくれ

ないとよく言われていたが、今はよくしてもらっているという声のほうが多い。

まず２４６ページの教育相談経費である。この経費自体は別に問題は感じてい

ないが、通級指導教室が、この間、僕の認識よりも大分設置の場所とかも変わ

ってきていると思うので、全容を伺う。 

＜学校教育課長＞ 

　最初、結論から申し上げるけれども、通級指導教室を増やしていこうとしてい

る。令和６年度の現状を言わせてもらうと、小学校は６校あり、学校ごとに申

し上げると、亀岡小学校、大井小学校、千代川小学校、城西小学校、詳徳小学

校、南つつじケ丘小学校、そして中学校は２校に設置している。亀岡中学校、

東輝中学校である。この今申し上げた学校で通級指導教室を実施している。 

＜三上副委員長＞ 

　昔と比べて、中学校でも通級指導教室ができたり、昔は、亀岡小学校、安詳小

学校と千代川小学校の３校だけの頃をよく知っているが、これは安詳小学校か

ら詳徳小学校に、安詳小学校が非常に児童数が増えたこともあって、安詳小学

校の通級指導教室に知っている先生もいたので、教室内を見させてもらったり、

環境の整備も見たが、詳徳小学校も含めて、この通級指導教室には、例えば発

達の相談もあるし、それから不登校の相談もあるし、それからいわゆる言葉の
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教室という形で、ここで、いわゆる認知能力をつけていくことも援助もされ、

大事なところである。ここは、いつも備品購入で幾らか予算をつけてもらって

いるが、これを増やしていく中で、いわゆる一般教室だったところを、内部を

改修して使っている。環境的にもっと整えなければならないと思っているが、

ここは備品の購入の予算しかついていないけれど、今後予算を増やしていく考

えはないのか。現状の環境とはどのようになっているか。 

＜学校教育課長＞ 

　亀岡小学校か、千代川小学校は、一定、その専用というか、それに特化した造

り、また増改築の改修に伴って、きっちりと整備ができている。これは２つポ

イントがある。まず１点目が、やっぱりその通級指導教室を増やしたい、そこ

の通級指導教室にお世話いただく先生が京都府教育委員会から配置いただける

かどうか、このポイントがまず１点あって、なかなかそれもリアルタイムとい

うか、期日的に前もって計画的になかなかお答えがいただけていない。こちら

から要望しても、予算がつくかどうか分からない状況であり、亀岡市教育委員

会としても、来年度設置できるかどうかも間際にならないと分からないという

ところが、まず１点目のポイントである。京都府の教育委員会の方々にも御配

慮いただいて、先生を配置、導入いただいた場合については、教室が設置でき

ることになる。今ある設備の中で、例えばパーティションで区切ったりとか、

透明のガラスをすりガラスに直してみたりとか、それ用の机とか椅子とか、そ

ういった備品も含めて、後手後手に回るようなことが最近多い。当然として、

引き続き設置していきたいという思いの中で、施設改修に伴って、それ専用の

場所をつくるように考えている。今ある施設の中で教室を増やすことになると、

やはり備品とかの突発的な対応で、ちょっと後手後手に回りながら整備を追い

かけているのが現状である。 

＜三上副委員長＞ 

　要望としては、環境を充実してほしい。居場所として、落ち着いてそこで学べ

る、相談ができる場にしてほしい。私は、最後に退職したのが、議員になる前

に、丹波ひかり小学校というところで通級指導教室があった。校舎の後ろのほ

うに特別教室があって、ふだんあまり子どもたちが来ないようなところに設置

されていて、ほかの子どもらの声があまり聞こえない、もちろん部屋も防音の

壁になっているし、入り口も、裏から回ってひっそりと誰にも分からず入って

こられる。発達検査を受けるような児童・生徒には、別に誰と出会ってでも入

れるが、不登校児童・生徒はなかなか入れないし、ソーシャルスキルに課題の

ある児童・生徒も、なかなか校門から、玄関から入ってというようには、なか

なかうまく行かない。だから、行政とかに増やしてもらっているけれども、恐

らく多分玄関から入って来なければならない状況があるんのではないかと思う。

やっぱり環境を整えないと、本来の効果が出ない。というのは、今、いじめと

不登校のことだけが問題になっているけれども、今、僕が一番心配しているの

は、支援学級がどんどん増えて、１つの小学校で１０個もあるところがある。

丹波支援学校も、定数的には１４０人ぐらいだけれども、今はもう２４０人、

２５０人の生徒がいて、もう受け入れられない。そのほとんどが亀岡から来て

おられる。南丹市や京丹波町は増えていない。亀岡から特支的ということで来

ている子が多い。それは京都府の問題ではあるのだけれども、２つ目を亀岡に

つくらなあかんというぐらいのことだと思っているのだけれども、それは置い
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ておいて、特別支援学級がどんどん増えていくという中で、やっぱり支援が必

要な子がどんどん増えているのに、それに対応する、この通級指導教室だとか、

本当に充実が求められているなと感じている。いじめや不登校ももちろん大事

な問題だけれども、個人的には、今、大問題なのは、特別支援学校だと思って

いる。もちろん認識は持っておられると思うので、一言、部長からでも言って

もらったらありがたい。 

＜教育次長＞ 

　確かに、通級指導教室を増やしていく必要性があると思う。というのは、通常

級の中に、大体数字が、国は６％以上ぐらいを挙げているが、実質的には２０％

程度いるだろうと言われている。そういう中で、本当に教室から取り出して丁

寧にきめ細やかに指導していくためには、先ほどおっしゃったみたいに、静か

な環境で学習できる、そしてまたそうした時期の関係で、子どもたち、友達と

会わない状況は、すごい重要だと思っている。なかなかそうは言うものの、学

校設備から言うと、亀岡小学校みたいに特別に防音が効いているような状況を

つくるのは、なかなか今は難しいと思っている。設置するためには通常のどこ

かの教室を使う形にならざるを得ないというのが現状である。学校側のスタン

スからすると、恐らくそのような状況がやっぱり望ましいなというのは重々承

知しているところなので、また教育委員会としてどれだけのことができるかを

よく理解しておく必要があると思う。 

＜三上副委員長＞ 

　もう学校の面積と予算にも限りがあるので、国や府がもっと補助金等を交付す

るなど、通級指導教室を重要にしないといけないし、場合によれば、リサーチ

センターは市内の位置が端過ぎるとかいろいろな課題があるが、まちの中にで

も、学校帰りの途中の敷地も含めて検討しないといけないと思うので、引き続

き頑張っていただきたいと願う。午前中に福井委員がおっしゃったことが、僕

も全てだと思っている。不登校は、どんなときでも幾らかの確率で出現するし、

それは児童・生徒に主たる要因がある場合や、家庭や保護者やに主たる要因が

ある場合もあるが、それが全部というわけでもなく、減らしたらよいというも

のでもない。教育行政が責任を持つことで減らせる部分、逆に、そこで原因に

なってしまっている部分がないかというのは、やはりいわゆる対症療法として

のフリースクールへの支援とか、学びの場の提供はもちろん大事であるけれど

も、その前段階として、みんなが学校に行きたいと思えるようにするために学

校はどうしたらよいのか、ここは頑張っていただきたいし、とにかく僕の経験

からしても、中間休みも昼休みもずっと僕は子どもといた。一緒に遊んだり、

教室にいたし、そしたらいじめにしろ、いろんな課題を持っている子どものこ

とが大体分かってくる。でも、今、そんなことができる先生はいない。仕事が

いっぱいあって、さらにいろいろと万博や、保津川下りや、学級委員会と入っ

てくる。ただ、外から持ち込まれるものが多過ぎて、校長会もストップしてく

れと言っているのに、やっぱり子どもと関われるだけの先生が足りないのは、

もう仕方がない。ここが一番大問題であり、京都府に頑張ってもらうしかない

が全部要因につながっている。２４８ページの不登校対策経費について、議会

は提言も出して、一応、重視している。この文言は全く令和５年の決算の概要

書と一緒である。全くのコピペである。変化もない。新たにこうなったとか、

いや、実はこういう課題もあるとか、何か付け加えたらよいとかという問題で
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はないにしろ、その辺に意識を持っていただきたいと正直思った。支援員の配

置の場所が、これも全くコピペで、「亀岡小学校、安詳小学校、大井小学校、

つつじケ丘小学校及び詳徳小学校に支援員を配置した。」というのは、令和５

年と令和６年と変わらないが、これはこのままでよかったのか。 

＜学校教育課長＞ 

　結果的には、同じ学校に支援員を配置している。継続して、一人の児童に対し

て継続して支援をしていく考え方をベースにしているので、同じ学校というケ

ースがちょっと多いと思っている。それと、これも例年聞き取りをして、学校

側からやはり引き続き支援が必要だという意見をいただいている。予算との関

係もあるが、同じ学校に支援員を配置している現状にある。それが必ずしもほ

かの学校に行き届いているかどうかは、ほかの学校も、やはり支援員がいてい

ただけたら助かるというお声も学校側から聞くけれども、一番今効果的に継続

して配置できる学校に引き続きお世話になっている状況である。教育委員会は、

今、専門的にこの学びの保障に関係する取組を進めている中で、令和６年度は

令和５年度から変化ができなかったところではあるが、確実に意識は、教育委

員の皆さんも含め、また今年度、先生方に不登校の関係で集まっていただいて

意見交換会をしたり、保護者の方、不登校の児童・生徒をお持ちの方の御意見

を聞くために、直接、意見交換会の場を持ったりする中で、確実に提言いただ

いた内容を少しでも前向きに進めていくように今年度も取組を進めているとこ

ろで、令和６年度は、従来の形でしている。 

＜三上副委員長＞ 

　２４６ページの通級指導教室について、教室を増やさなければならないという

ぐらいやはり相談も多いし、発達検査だとか、発達相談を受ける方もいらっし

ゃる。ところが、間尺に合わないので、花の木とか、いろんなところで受けて

こられる方もいらっしゃるわけである。ところが、花の木は、もう半年、１年

待ちぐらいで、検査がなかなか受けられない。そんな中で、例えば夏休みに、

ようやく８月に検査を受けられて、これは実例であるが、精神障がいで普通学

級よりも支援級だという診断を受けられた。教育委員会に早速告げると来年の

４月の入級は７月までで、受付はもうできないと断られたということで、もう

非常に迷っておられる方が、いや、これは１人や２人ではなく多くいるが、今

はそんな状況なのか。これはちょっと決算から離れるかもしれないが令和６年

度もそうだったのか。 

＜教育次長＞ 

　ありがとう。２年前から、そういう形になっているのは聞いている。今年も、

そういう形を取られているというのは聞いている。不登校の保護者の方とミー

ティングをしたときに、そこだけに絞り込みはないようにしたほうがよいとい

う話は出ており、今後、先ほどおっしゃったみたいに、夏に検査を受けて、来

年は無理だとなったときに、１年半を過ごしてしまうことになるので、そのこ

とに関しては、懸案事項としてとらえる必要性がある。 

＜三上副委員長＞ 

　ぜひ、それだけ支援学級が増えて、昔よりも個別の種類で１人、２人でも学級

をつくってもらっているからありがたいが、やっぱり今だったら１年半待ちで、

その人は、僕が聞いた人は５年生だったから、１年半と言ったら、もう中学制

になってしまう。やっと検査を受けられて、やっと落ち着いて、この子は支援
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学級で勉強ができるようになると思ったけれどもとおっしゃっている方がいら

っしゃるので、イレギュラーな例ではない。昔のことを思ったら、７月で締め

切るなんていうのは到底考えられないことであり、その辺も検討してほしい。 

＜小林委員＞ 

　いじめと不登校、それと教職員さんの病欠について、不登校は増加傾向にある。

それで、いじめ防止対策委員会に至るまで、不登校に至るまでとか、いじめが

発生するまで、そこの対応は、担任の先生なり学校で対処されているというこ

と、その本当に至るまでの過程のところで、担任の先生なり教職員の方が病ん

でこられるというのが、これは私の一つの想像でしかないけれども、多い気が

する。学校運営は校長先生の下で行われているが、担任の先生の病欠と、いじ

めや不登校が発生するまでの因果関係があると思われるが意見があるか。 

＜教育次長＞ 

　学校としては、基本的に教職員がそこまでしんどくならないようにするために、

例えばチーム担任制や教科担任制みたいな形で、学年で教科を回しながら、子

どもの様子をみんなで見ている状況を今つくっているところである。そういう

形で、できる限り鋭意努力している。それによって、不登校なり、いじめなり

というのを複数の目で見ていくというので相乗効果を図りたいと考えている。 

＜学校教育課長＞ 

　補足とさせていただくと学校の先生を孤立化させない、学校の先生が一人で責

任を負わないような体制づくりは、教育委員会としても考えていかなければい

けない。そういった意味で、不登校においては、不登校支援員の配置が、担任

の先生だけにウエートをかけずに、責任が乗らない形にする。いじめのことに

ついても、一人で問題を抱え込まないために、スクールロイヤー制度を持って、

先生方のメンタル的なよりどころを増やしていけるようなことは、今後も引き

続き教育委員会としても考えていかなければいけない。 

＜小林委員＞ 

　亀岡市は、一応、学級崩壊とかはないと聞いている。本当に担任の先生が、孤

立化しないように、十分に対策だけはしておけば、教員の減少もある程度防ぐ

ことができるのではないかと思うので、よろしくお願いする。 

＜原野委員＞ 

２４４ページについて、教育委員が委員会や協議等を通じて、委員からの関心

の高かった内容であったり、話し合われる中で出た内容が前進したような内容

があれば、教えてほしい。 

＜教育総務課長＞ 

　教育委員会は月１回で定例の委員会を持っており、それ以外に非常時にどうし

ても議決しなければいけない場合は、臨時の委員会を持っている。教育委員会

のほうで議決しなければならない項目というのは、法律とかで決まっているの

で、教科書の採択とか、あと、条例を改正することについては、委員会に諮る。

教育委員に最後、議決をいただいて決めていくがそれ以外の件であれば、今、

お話しいただいているように、不登校であるとか、いじめの問題、学校の先生、

いろんな学校を取り巻くような環境のことで、教育委員会とは別に教育委員会

協議会という非公式の形で、委員のほうからいろいろお話をいただいて、取組

を進めていくことを年間を通して行っている。特に今、僅かに去年から進んだ

のは、不登校の関係を教育委員会にも諮り、今年度、プランもつくっていると
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いうことをしているので、その点については、いろいろ助言をいただきながら

進めている。あと、総合教育会議では市長と教育委員と話をする場がある。市

長のほうがお話をされて、会議を開くという形であるが、学期に１回ぐらいで、

年に２回か３回ぐらいしている。市長側のほうからもいろんなテーマであると

か、教育委員会側からも、去年は不登校のことを持っていたりしたのだけれど

も、その関係とかの話もしながら、市長に対して教育委員会として話をしてい

く、市長からは教育委員会の委員にお話をしてい。１年間いろんな話を協議を

しながら進めている。 

＜原野委員＞ 

　２４５ページの主な経費の下から２番目の通話録音装置購入経費について、こ

の録音されたデータは、どれぐらいの保存期間であるか。 

＜教育総務課長＞ 

　１か月ぐらいの保存期間である。こちらの録音の装置は去年、不当要求の条例

もできて、市行政関係で全体的に入れていくことになった。教育委員会は、市

庁舎の関係で入れてもらったが、出先機関とか、あと学校は、庁舎とは別の建

物で電話の装置自体はいじれなかったので、録音する機械をつける対応させて

いただいた。 

＜原野委員＞ 

２５０ページの丸印上から３つ目の教育相談事業の教育相談対応件数５１０件

について、特に多かった保護者の悩みの内容があれば、お聞かせいただきたい。 

＜みらい教育リサーチセンター所長＞ 

　相談の内容としては、不登校の相談が３９５件、学業とか進路の関係が９件、

子育て、家庭での問題が４３件、教員との関係が１０名、あと、いじめの関係

が１０件、その他、いじめ以外の友人関係が１０件と、それ以外が２２件とい

う格好の内訳になっている。 

＜松山委員＞ 

　実は、私もこのチーム担任制の話で質疑させていただきたい。先ほど次長から

も触れていただいたが、現に京都市やほかの市町でもやってはいるが、亀岡市

において、私はチーム担任制を導入して、子どもたちにいろんな先生が触れ合

う機会と、先生一人に負担が行き過ぎないバランスを取れるチームは必要だと

いうふうに思う。一方で、亀岡市においてチーム担任制を導入していくのに、

どういったものが足りないのかをお聞かせいただいて、例えば先生方の負担が

解消できるのであれば、委員長、委員にも御相談の上で、何か提言を、場合に

よっては、京都府教育委員会に言わなければならないのかもしれない。何が必

要なのかとか。京都市でやられている状況を見て、ここをこうしたほうがよい

というものがあれば、教えていただきたい。 

 

＜教育次長＞ 

何が必要かと言うと、なかなか難しいと思う。まず今の職員の構成が、やはり

真ん中がへこんでいる状態になり、新規採用から１０年までとか、ベテラン層

がひっついているので、どうしても組合せが、ベテランと若手という形の組合

せの学年と、小学校は、そういう構成になることが多い。その中で、体育とか、

比較的体を動かす量が多いところは若い先生に持ってもらって、比較的対話型

をしなければならない非常に難しいところを年配の方が教える構成が多い。そ
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の中で、まずはやっぱり、これは国のことだと思うが、１学級の割合はどうし

ても決まっているので学校に２学級しかないということになってくると、そし

たら中学年で例えば４人で回してというような形でやらざるを得ない状況であ

る。そうなってくると、若いのが２人いて、ベテランが２人という形になって

きて、どうしても人事配置の問題、年齢構成の問題がで課題になってくる。そ

のときに、一定カバーできると思うのは、やっぱり免許が全てではないが、例

えば数学の免許を持っている方、国語の免許を持っている方、社会の免許、理

科の免許も持っている方みたいな形で入ってくるというのがもしあるのだった

ら、それは専門性は多少高いので、有効と思うので、そういう配置ができたら

よいが、なかなかそこを見ては取らない、やっぱり人物を見て取るので、免許

で取ることは小学校の場合はしないので難しさがあるのかなと思う。だから、

どうしたらよいかというのは、なかなか回答はないのだけれども、専門性を高

めていくような研修に特化することも、ある意味、必要と思うし、それで学年

を組んでいくということも、チーム担任制につながる。 

＜松山委員＞ 

　今後、チーム担任制を見据えて、様々な配置を組み合わせていかなければなら

ないと思うが、今の現状で、チーム担任制を各学校でやってくださいねと言っ

たら、できる体制にはなっているのかなっていないのかどうか。 

＜教育次長＞ 

　チーム担任制という形でやるのは難しいけれども、教科担当制はできる感じで

ある。つまり、チーム担任制というのは、担任が変わっていく形なので、１組

も２組も３組もそれぞれ担任が３人いる、３学年で３人いるという形がチーム

担任制なので、今できるのは、１組、２組、３組の担任はいるけれども、教科

を変えてという形は現にやっているところもあるので、今のところ限界である。 

＜松山委員＞ 

　例えば担任がいて、その中の児童・生徒では、その担任の先生には悩み事を言

うことができないとなったときに、例えばそれを見た副担任がいるのか。多分

いない。言えなかった児童・生徒たちは、じゃあどうリカバリーをしたらよい

のかと思っていて、身近にいろんな方から相談を実は受けていて、教育委員会

に話がまだできている部分とできていない部分があるが、担任の先生にはなか

なか言えない児童・生徒たちが、では家で言えるかと言ったら、実はそれも言

えていなくて、蓋を開けてみたら、もう不登校になるケースがある。これは、

もしかしたら個別事案かもしれない。何か担任の先生と、もう一つ副担任とか

位置づけがあるのであれば、さっきのチーム担任制ではないけれども、人が変

われば話しやすくなったりするのかなと思ったりする。先生はこれまで現場を

見られてきた中で、どのように感じられているのかというのを最後にお聞かせ

いただきたい。 

＜教育次長＞ 

　教科を変えることで、話しやすくなる先生が増えるので、そういう形で教科担

任は生かしていると思う。だから、学年の中で、これはあくまで一部になって

しまうかもしれないが、担任の先生に話しにくいという話を親御さんから聞い

た場合、学年の先生、ほかの先生に話してもらうことも可能だし、教頭先生に

話してもらっても構わないという形を取らせてもらっている。恐らく多くの学

校が担任の先生に話しにくい場合は、学年の先生に話してもいいし、スクール
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カウンセラーの先生にまず話してみようとか、養護の先生に話してみようとい

う形で、一応、窓口を広げているというのが現にある。ただ、それが機能がで

きていない部分がもしかしたらあるのかもしれないので、そこもまた踏まえて

生かしていけたらと思う。 

＜三上副委員長＞ 

　関連になるが、先ほどの原野委員の質問について、いわゆるボタンを押して録

音する装置は、事務局費の範囲内で２００万円ついている。補正ではなく当初

予算にも上がっていないので、ただ、不当要求の条例もできたし、市役所もや

るということで事務局費の枠内で賄えたのか。 

＜教育総務課長＞ 

　予算はなくて、財政当局との調整で、予備費を流用させていただいた。 

＜三上副委員長＞ 

　もう一つ、ちょっと賛否に関わることなので、どうしても聞いておかないとあ

かんことがあるのだけれども、２４５ページ、下から６つ目の亀岡市学校給食

基本計画策定業務委託料約１，０００万円はどれだけの効果があったのかとい

うところ、正直なところをお聞きしたい。一般質問とかで、やっぱり評価の仕

方だとか設定の仕方からやっぱり安い、早い、うまいがついたらよいのだけれ

ども、そこに傾斜して、この委員会からも出している亀岡らしさとか、食育だ

とか、市長も言っているようなところなどがどうも見えてこないものだと私は

思っているのが、１，０００万円をかけてどれだけの効果があったかというの

は、一言では言えないと思うが、一応、聞いておく。 

＜学校教育課長＞ 

　効果としては、基本的な亀岡市の学校給食を進めていく上での方向性を見定め

るためのエビデンス、根拠が、やっぱり専門的な見地によって示していきたい

と思っている。具体的に言うと、今現状の各校における敷地の中で自校の調理

場ができるのかとか、こういったところを様々な法規制の中でできるのかどう

かを実際に現地に入って調査いただいたりとか、今の給食センターの老朽状況

とか、継続して使えるかどうかも、土地も含めて確認をいただいたりした。具

体的なそういった専門的な見地の部分も含めて、何よりも学校給食法とか食育

基本法、これに基づいた形で、どういうことが亀岡市の学校給食として今後検

討できるのかを、客観的専門的な見地でお示しをいただいて、それを教育委員

にお示しができた結果、一定の道筋、令和１０年度中に実施をしたいという思

いの中で、実現可能な形の原則的な方向性というものは、やっぱり客観的な目

で専門的な見地で、この資料を提出いただけたと思っている。結論としてはそ

の方向性が見出せた。 

＜三上副委員長＞ 

　１１月に精華町防災食育センターの見学に行く予定である。いろんな可能性や

アイデアを最後まで見届けるように頑張ってやろうとは思っているので、また

御意見はいろいろと申し上げたいと思う。あともう一つ、要望であるが、松山

委員が言われたことは大変重要で、新しい教育の柔軟な考え方は大事だと思う

が、今のままではできないと思う、特に、京都府は配置基準が悪過ぎる。京都

府は１学年６学級しかないところは６人しか先生が与えられていない。国では

７人が配置基準である。大阪は８人である。フリーの先生が２人いる。それぞ

れが何をしているかと言ったら、専科教育なのである。それで、教務主任がフ
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リーで授業を持たないなんていうこともあり得ない。みんなが授業を持ってい

る。もっと言うと、教頭も校長も授業を持っている。みんなして授業を持って、

担任の先生の空き時間を増やして、子どもとゆっくり関われるようにするし、

授業も授業研究もできるようにするということが、京都はほんまにできていな

い。高学年で全教科を持っているなどと言ったらびっくりされる。スーパーマ

ンかと、できるのかと言われたら、できない。子どもとゆとりを持って関われ

るのかと言われると関われないというのが京都の自治体なので、もうできない

原因は、やっぱり人なのである。その人をどう扱っているかということである。

それは、もう次長もよく御存じだと思う。それは、もう亀岡市だけで頑張って

も仕方がないことなのだけれども、亀岡ではチーム担任制を導入しようと提案

した校長先生がおられたけれども、職員がもうそれは無理だという話になって、

提案が取り下げられた経緯があるように聞いている。それは、もう仕方がない

と思っている。いろんな考え方があるので、チーム担任がよいかどうかは別と

して無理だなと、そこはやっぱり人を取ってくるということをぜひやってもら

わないといけないと思っている。ぜひお願いする。 

＜松山委員＞ 

　原野委員が言ったことの関連であるが、録音機での録音保存期間は１か月で削

除になるのか、個人情報の保護の観点からいくと、３年は残しておくことが基

本であると記憶している。１か月後にまたクレーム等をつけてくる者がいたら

どうするのかというところがすごく心配で、スクールロイヤーを入れたところ

であのときに言った言わないというのが往々にして出てくるではないかという

ふうに思っていて、そういったことを見越して、例えば１か月でなくても、そ

れが１年なのか、教育委員会としてもそうだし、学校の先生を守るためにもそ

うだし、保護者を守るためにもそうだし、ひいては最後、子どもたちを守るこ

とになると思うので、お答えは結構であるがまた研究もしくは調査をしてもら

えたら非常にありがたいと思う。 

＜教育総務課長＞ 

　確かに、外づけ器具なので、能力はそんなによくない。録音しなければならな

いような電話の事案であれば、大体、そのときの電話で分かるので、確実にそ

こは録音する。そうなると、もう教育委員会と共有していくので、確実にバッ

クアップは取っていくから、その件で、後々どうだったかとなるような電話が

一月後に来るようなことはないかとは思っている。今のところ、去年、そのよ

うな録音の関係でどうのこうのなったということは聞いていないので、またそ

の辺は、学校のほうとも連携して引き継いでいきたい。 

＜福井委員＞ 

　２５２ページの中学校デリバリーの実績が今までどうだったのか、２．７％か

２．８％か３．２％か、これ、２％ぐらいぽんと増えたように思われるが、こ

れは何か理由があるのか。 

＜学校教育課長＞ 

　令和４年度は、平均喫食率という言い方をするが、３．６１％、令和５年度は

４．７１％で、２５２ページの一番下に記載しているが、令和６年度は５．４

１％で、１ポイントずつ上がっている。今、一番大きい要因が、やはりデリバ

リー弁当を活用いただく方が少しずつ増えていくことによって、今まではあま

りデリバリー弁当を活用されていないことから、活用するのを控え目に考えて
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しまうことがあったが、少しずつ増えていくことによって、相乗効果が生まれ

ているのではないかと見ている。これは、生徒の感覚面と保護者の感覚面と総

じて言うなら、デリバリー弁当の制度をやっていることの周知性が高まってい

るように見受けられる。 

＜三上副委員長＞ 

　これ、就学援助の対象にし出したのが何年からだったかな。 

＜学校教育課長＞ 

　２６１ページの要保護・準要保護児童・生徒援助経費であるデリバリー弁当を

対象としたのは令和２年度からであり、先ほどの喫食率が１ポイントずつ上が

っているのが、この影響もあるとみている。 

＜三上副委員長＞ 

　時間外勤務の一覧表は大変参考になる。市長部局の職員と比べたら、やっぱり

桁違いに多い。その上で、大概は同じ指標でお聞きしているが、有給休暇の平

均取得率、これ、市の職員は１３日くらいであるが、学校の先生はどの程度か

分かるだろうか。 

＜教育総務課長＞ 

　年休の取得率だが、令和６年度は１３．６日、ちなみに令和５年度は１２．９

日となっている。 

＜三上副委員長＞ 

　学校の場合、長期休業があるので、恐らくその辺でまとめて取っているのだろ

うと思われる。本当に休みたいときになかなか休めないのでね。市長部局には、

風邪を引いても年休で休まれる人がある話を聞いたけれども、教職員の場合は、

少々の風邪でも休めない。自分が休んだら、担任をしていたら、もう授業は何

もできないし、自習課題がいっぱいあって、それをまた出てきたら見ないとい

けないので、少々のことでは休めない状況があって、多分、長期休業でそれだ

け数字的には一緒だと思うけれども、どういうタイミングで有休を取っている

かは分からない、実態を把握できないよね。多分、そうだと思うけれども、分

かった。ありがとう。 

＜福井委員＞ 

　後で、委員間討論でもよかったのだけれども、あえて言うと、僕もそう思う。

今、三上さんが言われたみたいに、先生方は長期休業による学校自体が休みの

ときに、有給休暇をまとめて取っておられるだろう。その取られる率もちょっ

とずつ上がってきたのだろうと思われる。何でそうしか思えないと言ったら、

三上副委員長が言ったみたいに、自分が子どもたちを預かっているのに、自分

が休むわけにはいかない。これ、やはり委員間討論でよかったな。もう言い出

したし、言わせてもらう。要は、それだけ市の職員と学校の先生と比べたら、

矜持がある仕事だということである。あんまり、ブラックやブラックやと言わ

れても、それはブラックなのかは分からない。それでも、ブラックでも何でも、

この子たちを自分が育てるのだという矜持を持って先生になっていただいてい

る。若い先生でも、そういう人がおられる。 

＜小林委員＞ 

　２５８ページの旧学校施設管理経費では、中学校費がないが、実質ないのか。 

＜教育総務課長＞ 

　中学校費については、令和６年度当初から別院中学校が対象であったが、普通
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財産で財産管理課に移管したので、予算としては、もう中学校費の令和６年度

は、この３小学校の分だけである。 

＜原野委員＞ 

　２５９ページの給食配膳員報酬等について、先ほど御説明の中で３０名と伺っ

ている。予算は３８名になっているが、人数の違いの理由を教えてほしい。 

＜学校教育課長＞ 

　学校１校につき１人必ず配置することではなくて、学校の規模によっても人数

は変わるし、シフト制で延べ人数という部分で、いろいろと予算を組むときに

は、来年度、この想定でいけるかどうかを皆さんの御希望を聞くけれども、や

はり実際の任用については、継続希望の方、また継続をされない方等々も含め

て、人数的には変わってくる。結論的には、３０人になった。 

　＜松山委員＞ 

　２６５ページの「部活動サポート」事業について、これは今現状は外部コーチ

を登用してやっていると思うが、今後の地域移行も含めた考え方、どのように

考えられているのか、また令和６年度はどういう状況であったのか伺う。 

＜学校教育課長＞ 

　「部活動サポート」事業とは、いわゆる部活動の外部指導員の制度である。こ

ちらのほうは、財源のほうにも書かせていただいているが、府支出金というこ

とで、京都府の制度を活用して、教育支援体制整備事業費補助金というものを

活用して制度化している。この京都府の制度設計をされた理由の一つとしても、

やはり中学校での部活動の教職員の先生方の関わり方、これを検討していく上

での新たな取組として、京都府が制度化したところである。今おっしゃられた

ように、部活動の地域移行は、近年は地域展開という言葉を使っているみたい

であるが、要は、学校教育活動の中からではなくて、地域活動として子どもた

ちの部活動を、体育啓蒙、文化啓蒙も展開していくという方針が打ち出されて

いるものである。　当面、土日をまずどうするのか、その後、平日をどうする

のかというようなところが、国のほうからの努力目標的に示されている。亀岡

市教育委員会としても、その意向に乗った形で、やはりこの対応はしていかな

ければならないことを改めて考えているところで、これも今年度、今、実は動

き始めている。外部のステークホルダー、いろんな方々がおられると思う。社

会体育団体だとか、教職員の先生方もしかり、文化活動をされている団体とか、

そういった方々と併せて、またこの庁内を見渡しても、教育委員会だけではな

くて、スポーツ担当部局、文化担当部局とも連携する中で、どういった亀岡市

版のチーム展開ができるかを、まず関係者が集まって協議を始めようと今、ま

さに動き始めているところである。まだその点を書いた資料が出来上がってい

ないが、その課題に対して、どういう展開をしていくのか、その課題は課題と

して認識した上で、どういう展開をしていくのか、亀岡にとってどういう活動

がよいのかを研究を加速化しよう考えているところである。 

＜松山委員＞ 

私自身は、大切にしたいと思っているのは、やっぱり学校の先生でも、自分が

教えたいという熱い先生もいらっしゃるし、その先生らが引き続き教えていけ

るような形、また例えばここにいらっしゃる三上先生などで言うと、バレーも

すごい、スポーツ万能な方だと思うし、そういった先生らも、今は議員として

お仕事をされているけれども、教職員じゃない方も入って、一緒に子どもたち
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がやりたい、例えば部活、やりたいスポーツや文化系もあるが、やりたいこと

を選べるような形、かつ、自分が教えたいという熱量のある人らに参画してい

ただいて、そのステークホルダーをどれだけ充実させていけるかというのが本

当にポイントだと思うし、引き続き検討を重ねていただきたいと思っている。

よろしくお願いする。 

＜福井委員＞ 

　「部活動サポート」事業（部活動指導員）事業費亀岡中学校ほか５校が２５８

万円は、具体的に何にどう使って、例えば誰か、この５校には指導員が行って

実際にやったのか、やった人に報酬を払ったのか、何に使ったのか、要するに

どういう形でこの運営を令和６年度にしたのかを知りたい。 

＜学校教育課長＞ 

　指導員に対する報酬であり、この経費の内訳は、全額報酬である。学校の先生

方との連携で、その指導員の方を雇用して、各学校に入っていただいている。　

なので、５中学校、これも希望を学校に取り、これも予算の制限があり、京都

府の配分予算の制限であるが、中学校に、どの部活にどういった専門員あるい

は指導員が必要かをお聞きして、入っていただいている。今現状、当然中学校

の体育会系だけではなく、例えば合唱部だとか、美術部だとか、そういった文

化系も含めて、当然、バスケット、陸上とかもあるけれども、その方々に学校

に実際に行っていただいて、主としてその部活の指導に当たっていただいてい

るところである。 

＜福井委員＞ 

　地域の専門家がクラブの指導をしてくれていることだけれども、全部お答えを

もらわなくてもよいが、イメージだけ教えてほしい例えば平日より土日とか、

全員がそうかどうかは分からないけれども、もっと単純に平日に１時間半ずつ

やったとか、それはケース・バイ・ケースによると思うが、このクラブ活動の

時間はどんな具合に設定しているのかか。 

＜学校教育課長＞ 

　それぞれの出勤簿までは、今、手元にないけれども、聞き及んでいる内容によ

ると、やはり大会が近づいてくると、大会の引率とかも含めて、土日の休日の

対応もある。それと、今、その部活の地域展開も含めて、亀岡市では、一定、

部活動のガイドラインを設けている。そのガイドラインの中で、必ず部活動を

するときは、週２日は休みにし、土日のいずれか１日と平日１日休むことにし

ている。これも、大会前とかは少し変わる場合があるらしいが、平日は２時間

程度にしよう、土日は３時間程度にしようということで、目線的には、やはり

教職員の先生方に部活動をお世話になるための負担軽減策をガイドラインに設

定した。そのガイドラインに基づいて、この指導員の方々で、これは競技力の

向上という部分もあるのだけれども、専門的な指導というのもあるが、そうい

ったいわゆる部活動のガイドラインに沿った時間帯をどういう形でお世話にな

るかというのは、各部活動の状況によってシフト化されて入っていただいてい

るというのが現状である。 

＜福井委員＞ 

　現状で結構だが、例えば５名、５校なので５名なのか何人なのかは分からない

けれども、私のイメージで単純にいくと、例えば私が亀岡中学校の陸上の顧問

で、ふと思い浮かぶのは、「神先先生、ちょっと来て」とそんなイメージがぱ
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っと今浮かんだ。いわゆる教諭を引退された方を呼んだ例があるか。 

＜学校教育課長＞ 

　偉大な教育長という前例は、把握はできていないが、この任用している方の資

格としては、まず大前提に学校の教職員免許の所持者というところを、まず限

定をしている。これも以前は外部指導員という制度が京都府で引かれていた。

これは、サポート的であったが、今度、今先ほど申し上げた、外部指導者制度

から部活動指導員制度に京都府が変えてきた。そうなってくると、いわゆる学

校の先生が顧問をされているのと同等の動きをすることを目的に制度を変える

ということであるので、今までは顧問の先生がおられて、サポートをされてい

たのが、もうこの指導員だけでそのクラブを顧問していただくという形態を取

ることができるという制度化が、より地域展開の色合いが濃くなってきている

制度に変わってきている。ただ、学校の先生方も、やっぱり自分ところの子ど

もたちがどういう活動をしているのかというのは、やっぱり今度、学校の先生

方が気になられてサポートに入られているというのが今の現状である。確実に、

役割が切り替わっていっているところまでは、至っていない。ただ、制度的に

は、監督にもなっていただけるし、大会に引率としても行けるのでもう切り替

えても大丈夫だと思う。 

＜福井委員＞ 

　この５校についても、教員免許を持っておられる人ということであるから、そ

ういう方のみのこの数字であると見てよいか。 

＜学校教育課長＞ 

　はい、そうである。 

＜三上副委員長＞ 

　つまり、今、もう最後に課長がおっしゃったように、この部活動指導員の方だ

けで、普通はないけれども、制度的には、公式戦とかの、口丹波大会とかの監

督、引率者として１人で可能だということだね。 

＜学校教育課長＞ 

　そのとおりである。 

＜三上副委員長＞ 

　その辺、ちょっと認識を新たにした。 

＜原野委員＞ 

２６４ページと２６５ページの小学校・中学校各研究会補助金の額が予算と違

うので、もし振り分けられているところとかあれば、伺いたい。 

＜学校教育課長＞ 

まず、２６４ページの小学校のほうで御説明すると、主な経費の一番上のポツ

と２つ目のポツをこれは来年度から直そうと思うが、この２つのポツを合わせ

て当初予算で記入しているというような形になっている。決算では、あえて小

体連・中体連と言われる体育関係の部分を抜き出して、分けて、記載をさせて

いただき、小学校で言うと、上の２つのポツが１つの項目として記載させてい

ただいている。２６５ページの中学校については、少し紛らわしい記載で申し

訳ないが、当初予算では、１つ目、３つ目、４つ目、この３つをまとめて記載

をさせていただいている。これも、各研究会、校長会、教頭会等々の研究会の

補助金と、体育系の部分を分けて記載させていただいているので、それの差と

いうのか、記載のレベル感が少し変わっている。 
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＜福井委員＞ 

　アルゼンチン国立青少年交響楽団来日公演はキャンセルになったことは残念で

あった。借り上げ料からキャンセル料をお支払いになることについては、異議

はない。アルゼンチン国立青少年交響楽団来日公演たるものは、結果はできな

かったけれども、すばらしい取組だと思うが、どういう経過で、どこから話が

出てきて、教育委員会も校長会も、これは子どものためになるだろうという判

断をして、結果は別として、やったのかというのを聞いておかないと、ひょっ

としたらまたこんなことがあったら、また急に行こうかみたいな話になっても

困るので、経過を伺いたい。 

＜学校教育課長＞ 

　この予算、当初予算ではなく、６月補正予算で計上した予算である。経緯とし

ては、舞鶴出身の田中彩子さんという世界的に活躍されているソプラノ歌手が、

世界を回っておられる最中にアルゼンチンに行かれたときに、必ずしも経済的

に豊かではない国、経済的にも恵まれていない子どもたちであるけれども、音

楽的センスは抜群の子たちがいる。この原石を輝かせたいという思いで活動さ

れているアルゼンチンの国立青少年交響楽団が設置されていた。世界各国を回

っておられる田中彩子さんが、この交響楽団の取組に非常に感銘を受けられた

そうである。この青少年の子どもたちを世界的に輝かせて紹介したいという思

いの中で、日本公演を開催するプロジェクトとして考えられた。実際は、もう

数年前にそれを実現しようと東京のコンサートホールとかで実現しようと動い

ておられたそうである。クラウドファンディングとかをされて動いておられた

ときにコロナ禍に陥り、その東京での公演会が実現できなくなったことが、ま

ず前段としてあったそうである。一方、コロナ禍が明けて、その田中彩子さん

の思いをやっぱり実現したいという思いの中で、もう一度、日本での実現を計

画されて、見事、東京での公演が開催できる運びまでに至った。そこで、ここ

はもう田中彩子さんの発想力なのだけれども、東京だけで１公演して帰るので

はなくて、せっかく日本にアルゼンチンから来てくれたので、より日本でもも

っと発表の場を広めたいという思いの中で、まず考えられたのが自分の生まれ

故郷である京都府で開催したいというようなことで、話を広めていかれた。こ

れが計画的に進められていたらよかったのだけれども、田中彩子さんの発想力、

また行動力の中で、京都府の大会、京都府の公演が急ピッチで進められた。そ

こで、まず一報が入ったのが、京都府教育委員会に話が入って、この公演を京

都府でぜひ成功させてほしいという話の中で、、京都府京都教育委員会のバッ

クアップを依頼された。そこで、京都でやるならば、スタジアムだろうという

京都府の見解があった。今、まさにスタジアムの活性化も含めて、ぜひ京都府

でやるのだったらスタジアムで開催をされる運びとなった。そこで、京都府教

育委員会からの紹介もあって、せっかく亀岡でやられるので、亀岡の子どもた

ちを、希望者だけれども、学校単位で無料招待するので、そういった文化体験

の場に活用しないかというお声をいただいたというのが事の流れである。それ

で、各校長会が連携をした。希望制であると、ただ、せっかくの機会で毎年毎

年あるものではない。積極的に前向きに検討いただけないかということで教育

委員会から各小・中校長会に投げかけてみたところ、できる限り参加、体験す

ると、バスの送迎を用意して各小学校が全校単位もしくは高学年単位で参加い

ただく予定になった。中学校は、全校で行くことになり、そういうプロセスを



22 

踏んで、この文化体験事業を開催しようという流れになった。ただ、バスも全

て準備して、集合時間、席をどこにする、この学校はここに座ってもらうとか

というのも、全て安全誘導のスタッフも全てが完成した上で体制を取っていた

のだけれども、４日前に台風の接近でやむを得えず中止になったという流れで

ある。 

＜原野委員＞ 

２７０ページと２７１ページにわたり、タブレット端末修繕料について、それ

ぞれの修繕されたタブレットの台数と校内で修繕する必要がある事象が起きた

場合と家庭内の学習における修繕が必要な事象が起きた場合の対応の違い等が

あったら、教えてほしい。 

＜子どもみらい教育リサーチセンター所長＞ 

　令和６年度の破損台数については、合計１７１台である。 

＜子どもみらい教育リサーチセンター副所長＞ 

　校内の補償と家庭内で起きた場合の補償と対応に変わりはない。あくまで、生

徒が壊した場合、故意で壊してしまうことがある場合はけんかがあったりする。

それは、もう生徒指導をしていただいた上で、現在のところ、あまりにも回数

が重なったり悪質な場合は費用弁償をしてもらうことにはなっている。今のと

ころ、そういう事案は一件もなく、補償は、全部公費で対応している。 

＜原野委員＞ 

　１７１台のうち、小学校が何台か、中学校が何台か、生徒指導の中で、けんか

等で大体何回ぐらいまでが自己弁償にならない限度なのか教えてほしい。 

＜みらい教育リサーチセンター副所長＞ 

　１７１台のうち、中学校が６０台、小学校が１１１台である。故意でなくても

回数がかさむ児童・生徒を後追いしており、大体、今までで厳しいなと思われ

るのは、３か月の間に３台続けて壊してしまった子がいる。それは、最初は机

からの落下、次は、ちょっとトラブったときに感情的にぱっとして落ちてしま

った。特性がある子でもあったのだけれども、３回目は、いらっとしたときに

やってしまった。学校とも保護者とも話をして、今後４回目はないようにして

ほしいと伝えるけれども、やはりそういうケース・バイ・ケース、一個一個丁

寧に聞き取りをする中で、費用を弁償してもらうかどうかは、その都度、相談

していて、あくまで聞き取りの中で判断をしているところである。 

＜山本委員＞ 

　１人１台タブレットを配置していただいているが、持ち帰りの学習もあると思

う。その中で、家庭環境の中で、Ｗｉ－Ｆｉ環境が整っていないところを今、

どのように把握されているか、その対応について伺う。 

＜みらい教育リサーチセンター所長＞ 

　Ｗｉ－Ｆｉ環境のない生徒については、６４件あると把握していて、こちらの

端末の貸出しという形で対応させてもらっている。 

＜山本委員＞ 

　６４件について、小学校と中学校の内訳と、あと端末の貸出しとおっしゃった

が、これはモバイルルーターの貸出しということでよかっただろうか。 

＜みらい教育リサーチセンター所長＞ 

　モバイルルーターの貸出しということで結構である。 

　小学校が４７件、中学校が１７件で、計６４件である。 
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＜山本委員＞ 

　モバイルルーターの貸出しをされて、その通信費は、市で負担されているとい

うことでよかったか。 

＜みらい教育リサーチセンター所長＞ 

　その通信費のほうは、市のほうで負担ということで結構である。 

＜原野委員＞ 

　もし修繕とか故障とか、突然した場合、各学校にタブレットの予備というのは

大体何台ぐらいあるのだろうか。 

＜みらい教育リサーチセンター副課長＞ 

　予備機の運用を令和６年度に書いている。以前は、故障したとき、すぐに渡せ

るように、学校に予備機を入れていたが、亀岡市は毎年毎年端末を購入してい

るので、学年によって使っている端末の世代に変更がある。だから、学校に予

備機を置いていくと、学年ごとで別々で使っている世代が混ざってしまったり、

教員機と生徒機のセキュリティーも違うので、それが混ざってしまうことがあ

ったので、令和６年度からは、学校には基本的に予備機を置かない。全部、故

障があれば、リサーチセンターで対応する。学校から報告があって、今、２日

か３日後には新しいものを使っている状態になっている。 

＜松山委員＞ 

　学校内の校内のインターネット状況は、今、どのような形になっているのか。

＜教育次長＞ 

　各教室にルーターが配置されていて、そこにアクセスができるようになってい

る。基本的には、学校で配られた端末のみ入れる仕組みである。セキュリティ

ーも、よその機器が入らないようなセキュリティーを引かれている状況である。 

＜松山委員＞ 

ＧＩＧＡスクールのときに、もともと学校はイントラネットで、それがもう少

しセキュリティーが緩和されて、ちゃんと使えるような状態に整備するという

ことだったけれども、それが今、整っていると理解をした。その中で、例えば

通級指導教室とかも全てＷｉ－Ｆｉ環境がもう整っていると理解をさせていた

だいてよいだろうか。 

＜教育次長＞ 

　そのとおりである。基本的には、各教室、必要なところにルーターをつけても

らう形になっているので、空き教室、例えば学級が減り、空いているところは

取り外して、必要なところへ動かすというような形で対応している。 

＜みらい教育リサーチセンター所長＞ 

　多分、インターネットは、行政系の関係、教職員の校務パソコンが使えるネッ

トワークになる。ＧＩＧＡのネットワークというのは、Ｗｉ－Ｆｉで対応して

いて、職員室であったり、授業をする教室、通級教室も増えたら、年度末に聞

き取りをして、その教室にはアクセスポイントを追加したり、今、次長から説

明したように、使わなくなった教室からアクセスポイントを動かして、授業で

必要な教室というものには、全部対応している状況である。 

　＜原野委員＞ 

　ＩＣＴ支援員の業務を、教えていただきたい。 

＜みらい教育リサーチセンター＞ 

　ＩＣＴ支援員の業務は、ＧＩＧＡの開始当初は、学校での端末の使い方、教職
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員の先生方が授業でどのように補完的に活用していくかの例の提示であったり、

あと、運用面、トラブルがあったりの対応を行っていた。現在も、内容として

は大きく変わっていないが、少しずつ使い方を教職員の中に定着しているので、

どちらかというと、運用面の事象であったり、トラブルであったり、アプリの

使い方であったり、今、問題になっている、どのようにしたら効果的な活用が

できるかという事例紹介がＩＣＴ支援員の業務となっている。 

＜三上副委員長＞ 

　要望になるが、この間、僕も１０年、議員をさせてもらって、初めのこの予算

に比べて、２項と３項を一つにまとめてもらって、同じ目を、学校建設費だっ

たら、それでやってもらっている、要保護・準要保護と、すごく見やすくなっ

て、大変助かっている。１項のところや、それから２項の１目まではよいが、

２目の教育振興費が、配列が予算と決算で大分違う。例えば若木の家が出てく

るのが、前のほうだったり、後ろのほうだったりするわけである。それを、ど

っちを並べ替えるのがよいのかは分からないが、結局、教育振興費は結構いろ

んなことがあるので、順番があるようでないということだよね。もし可能だっ

たら、次から、予算とか決算で同じ配列になると、僕らは予算と決算を、当初

予算と見比べていくのである。議会としては、審査するときは、それはありが

たいので、そういうことが可能かどうかは検討していただけたらありがたい。 

＜学校教育課長＞ 

　今おっしゃっていただいたことについて、まず１つの経費、何々何々経費の中

のポツ、主な事業のポツ、これをできるだけ当初予算と合わせようということ

で、今年は少し頑張らせていただいた。ただ、ちょっと当初予算を２つに分け

て、より具体的に説明するようにさせてもらったが、それと今、委員がおっし

ゃった事業費ごとを並べる順番は、私も今回どうしようかと悩んだけれども、

小・中学校費ともにある経費と小学校費だけ、中学校費だけの経費があり、そ

れをどの後ろに持っていくのか、小学校の真ん中に持っていくのか、こちらの

ほうでなかなか定め切れなかったので、おっしゃったように、当初予算でこう

したのであれば、決算もそうする、当初予算の段階からちょっと変えさせても

らうというような形で、予算・決算はできるだけ合うような形で考えていきた

いと思う。 

＜三上副委員長＞ 

　そうしていただけるとありがたい。当然、予算でも小・中学校一緒のものと単

独のものがあって、それが並んでいるわけだから、そろえることは多分できる。

今まであるものをいじるのは、大変申し訳ないので、この前の小・中学校を一

緒にするのも英断していただいたので、できたらでよいので、お願いする。 

＜福井委員＞ 

２６９ページのスクールバスの運転手を雇用、採用があるけれども、これは教

育委員会が直接行っているのではないか。 

＜学校教育課長＞ 

　業務委託として、運行と運転手の確保も含めて委託業者のほうで雇用をいただ

いている。 

＜竹内委員長＞ 

　では、ここで一旦よいだろうか、区切りをつけて、暫時休憩に入る。 
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（質疑終了） 

１４：３０ 

 

（休　憩）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１４：３０～１４：４５ 

 

１４：４５～ 

【教育部】 

 

≪２款総務費・１０款教育費５項社会教育費から歳出・歳入説明、質疑≫ 

 

　　各課長　　説明 

１５：２５ 

≪質疑≫ 

＜小林委員＞ 

　最終ページのところで、読書フェスティバルは開催されたのだろうか。 

＜図書館館長＞ 

　読書フェスティバルであるが、隔年開催をいたしており、令和６年度について

は、第７回「かめおかっこ夢・未来読書フェスティバル」として、ガリレアか

めおか１階響ホールで、令和６年１０月１９日土曜日に開催している。参加人

数は、おおむね１４０人程度が参加されて、内容は、「本は心の架け橋」と題

して講演会を行っていただいた。作家の村上しい子氏、あと、その会場の中で

選書会をやっていて、そちらのほうには約５０人が参加されて、選書された本

が１３９冊ということで、１３９冊を購入したという実績である。 

　＜福井委員＞ 

　２８４ページ、社会教育団体育成経費、分からないのは、ボーイスカウトやガ

ールスカウトの人数が増えているのか減っているのか、ちょっと私は知らない

のだが、ＰＴＡとか子ども会に関しては、あんまり活動が増えているようには

思えない。ここの補助金の考え方について、桂川市長が市長になられて、一律

補助金２割カットをやった。これが、今、文句があるのではなくて、必要な場

合は、令和６年度を踏まえ、今後、社会教育関連経費を増額を求めていくのか、

減額していくのか。見解を伺う。 

＜社会教育課長＞ 

　社会教育関係団体への補助金は、先ほど福井委員がおっしゃっていたとおり、

これまで減額した経緯があって、令和３年までの数字は、この市ＰＴＡ連絡協

議会には１５万円、市子ども会育成連絡協議会が１３万円、ボーイスカウトに

関しては７万３，０００円、ガールスカウトについては５万９，０００円、そ

れぞれ支出をしていて、ガールスカウトについては変更はないが、その後、も

う一度、実態に見合った金額に合わせる形で、市ＰＴＡ連絡協議会が１２万円、

市子ども会育成連絡協議会が１０万５，０００円、ボーイスカウトが５万９，

０００円、ガールスカウトと同額に変更をしている。いずれにしても、それぞ

れ活動の実態、特に現在、実質子どもの減少がどうしてもあるので、それに伴

って活動の経費のも少なくなっていくので、適正な補助金を支給させていただ

いている。今後当然、これから活動がどのようになっていくかは、毎年ごとに、

その活動内容を見て精査をさせていただいているところである。 
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＜松山委員＞ 

　２８９ページの地域学校協働活動推進事業委託料について、これは各学校に対

して交付を行っているのか、何か委託コーディネーターに支払いしているのか。 

＜社会教育課長＞ 

　各自治体ごとになるのだが、自治体地区ごとに、この地域学校協働活動の本部

を２３地区設けている。それに対して、一律４万円を２３地区で、合計９０万

円の委託料をお支払いしている。 

＜松山委員＞ 

　学校もしくは地域によっては、これの事務局を学校の教頭先生が担っていると

聞いているが、そういった実態があるのか。 

＜社会教育課長＞ 

　学校によっては、先生が担っていただいているところもある。 

＜松山委員＞ 

２３地区そがそれぞれとも時代の背景も地域の特色も全然違うことから、果た

してこの地域学校協働活動が成り立っているのか成り立っていないのかという

のが非常に難しいと思う。例えば聞くところによると、自治会が全く機能して

いないところもあったり、地域と学校と、また保護者とつながりをしっかりと

持てるような、そんな連携が取れているとは、到底、僕自身は思えない。そう

いった実態の把握は、これは予算を上げていただいているのは教育委員会なの

で、そもそもこれの財源は、国が府に下してきて、府が亀岡市に下してきてい

るのか。 

＜社会教育課長＞ 

　実態については、それぞれ実施報告書をいただいているので、これは補助金の

審査に用いているものだが、それについて審査をして、中身を見させていただ

いている限りは、それぞれ地域によっては温度差というか、その活動の多い少

ないということはあるが、それぞれに取り組んでいただいていることを確認さ

せていただいている。財源については、府の支出金として、事業推進補助金が

下りてきている。 

＜松山委員＞ 

　参加者総数は、各１自治会、大体何名ぐらいか。詳細は、それぞれの地域によ

って全然違うし、それによって割り算をしたらよいか、大体２３で６，５１１

人。地域によって、青少協とか、様々な地域によっていろいろあると思う。 

＜社会教育課長＞ 

　おっしゃるとおり、地域によって全く異なってくるが、例えば地域によっては、

もう３０人、４０人というような参加者、年間３０人ぐらいしかないというよ

うなところもあれば、延べ人数１，０００人を超えるというのもある。この多

いのは何かを見ていたら、例えば地域の小屋にアートを壁面に貼るとか、そう

いう作業を何日にも分けて、もうある一定の期間、ずっとそれをやっていると

いうことで、どうしてもこの活動日数が多くなって、その分、参加者も延べ人

数が増えるというような傾向も見られる。そういう地域の特色ある取組をされ

ているところは人数も多くなっている傾向があると分析をしている。 

＜松山委員＞ 

　私は、地域と学校とか保護者のつながりは非常に重要だと思うし、ましてや地

域コミュニティがどんどん希薄化している中で、こういった取組が非常に重要



27 

だと思う。ただ、地域学校協働の会議をするためだけに集まって、今の学校の

現状を報告し合うような、そんなものではなくて、いかにこの子どもたちをど

う見守っていくかを地域で考えてもらうことが必要と思う。その点、また実態

を、どういった状況なのか、教育委員会としても見ていただきたい。これは要

望にさせてもらう。 

＜三上副委員長＞ 

今の２８９ページの地域学校協働活動について、コロナの前までは、結構、多

様に、例えば篠町自治会は、昔の遊びを子どもたちに体験してもらうことで、

安詳小学校、詳徳小学校とか、会場を回り持ちで、私もけん玉コーナーを担当

していたが、竹とんぼとか、あやとりとか、おじゃみとか、いろんな昔の遊び

などを地域の方が子どもたちに教えて、自治会の大きい釜で豚汁をつくっても

らって、みんなでお昼を食べることをしていて、非常によい取組をした。コロ

ナでなくなってから、こういう何か清掃活動になってしまったのかなという認

識であるが、全然事業が別だったらよいけれども、多分、その事業を引き継い

でいるという認識で間違いないか。 

＜社会教育課長＞ 

　三上委員のおっしゃるとおりで、傾向として、コロナの前は、参加者だけで言

うと、今とそんなには変わらないのだが、実施報告書を見ていると、そういう

清掃活動だけになっているというようなところもある。ただ、その一方で、地

域の方々でおはぎをつくったり、伝統食を守っていく取組を行っているところ

もあるし、そのほか、地域の森林、そういうことの学ぶ機会を設けて、間伐材

で何か遊ぶことの取組もある。地域によっては、そういったことは変わらず行

っていらっしゃるところもあると認識をしている。 

＜三上副委員長＞ 

　この事業は、お金を出しているのは亀岡市であり、学校の教頭先生などが事務

局になって大変な思いをされていたと思う。面倒くさい取組ではあったが、や

っぱり地域の人が子どもたちのために何かよい経験をさせてやろうと頑張って

いた取組だったので、ここを統括するところがあるのかどうかは分からないが、

それがもうこの担当課になるのか、もうそれぞれやってくださいになるのか、

在り方は、コロナで途切れた経緯なども踏まえて、ちょっと一回投げかけてみ

てもよいとは思うが、あんまりそこまでは考えておられないか。 

＜社会教育課長＞ 

　おっしゃるとおりである。これまでは、それぞれで安定した活動をされていた

ので、そういった機会がなかったかとは思う。コロナ禍以降、縮小してしまっ

たこともあるかと思うので、そこでいま一度、事業趣旨の原点に立ち返り、亀

岡市としては、この補助金を出している立場でもあるので、その活動の本意、

そこはもう一度浸透して、御理解をいただいた上で、積極的に活動していただ

けるように呼びかけていきたいと思う。 

＜松山委員＞ 

　２８９ページの地域未来塾である。実施時間が２４９時間実施であるがれども、

何人の生徒が参加されたのか、それに何名が指導したのか、伺う。 

＜社会教育課長＞ 

　まず、学習支援員は７学校で実施して、合計１０人。各学校、大体１名から２

名の方にお世話になっている。受講者は、これも各学校によって違うが、多い
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ところだと、１こま当たり３０人の参加があり、少ないところで１講義当たり

８人の参加があった。指導される科目は、数学、英語、国語、社会、理科であ

り、主要科目と言われる教科は、全てである。 

　＜三上副委員長＞ 

　２８８ページから２８９ページについて、障がい者のための教室である。私も

ボランティアで入らせてもらっていたりするが、かめのこ学級に入らせてもら

っている。前任の課長もかなり御苦労されたが、本来は中央公民館でやってい

た事業である。あそこは、教育部の所管の教育の施設であった。そこで、除却

になったので、今は総合福祉センターでされている。場所的に、それまで中央

公民館でやっていたものを、ほかのいろんなサークルとかもある中で、場所が

なかなか確保できない。何かちょっと間借りをしているというか、障がい者の

方のいろんな教室だから、福祉の分野でもあるのだが、ちょっと何か所管が違

うことから、冷たい対応が多くて、前の課長も苦労されていたようである。そ

れは、令和６年度がそうだった。これは場所の確保も、なかなかほかの場所で

やるというわけにはいかないが、所管が違うので課長同士が連携されていたけ

れども、今、令和６年度は課題があったことは聞かせてもらっている。引き続

きやっていく上での見通しというか、保護者の方も送り迎えをしなければなら

ないが、その場所、なかなか待っている場所もないから一緒に参加するしかな

いとか、子どもたちだけでやらせたいけれども、待っている場所がないとか、

要望はいろいろ聞いているので、気持ちよくやっていただけるように、また引

き続き努力していただきたいが、課長、引き継いでもらっていると思うが、何

かコメントがあれば、話してもらいたい。 

＜社会教育課長＞ 

　三上委員、参加いただき、ボランティアとしての御尽力をいただき、本当にあ

りがとう。おっしゃるとおり、以前は教育委員会所管の施設で行っていたもの

を、今は施設借上げで貸館を使っての開催になっていて、ほかの利用者の方々

も多くいらっしゃる中での１つの利用団体ということになるので、ルールを守

りながら使う状況の中で、なかなか御迷惑をおかけしていることもあるという

ことは認識している。その中で、課題が出てきていることも分析しており、そ

の解決に向けては、今年度、何とか景色が見えてきたかなというところで対応

をしているので、何とか、以前、中央公民館を使っていたときには戻らないか

もしれないけれども、今ある施設の中で十分に教室として快く参加していただ

けるような環境づくりは進めていきたい思っている。 

＜三上副委員長＞ 

　歴史が古くて、多分、かめの会が一番古いのかな、５０周年の記念もされた、

歴史のあるそれぞれ教室である。かめの会でも、財産としてたくさん今までの

資料を残してあって、中央公民館がもうなくなったから、それを総合福祉セン

ターに置かせてもらってはいるけれども、雨漏りで何か作品が傷んだとか、別

に雨漏りはセンターの職員の責任ではないけれども、借りているところもある

ので、引き続き継続するように努力してほしい。要望しておく。 

＜山本委員＞ 

　２８６ページの人権教育経費、また、その後ろの２８８ページの生涯学習推進

経費の分で、それぞれの講師に対する謝金の考え方について、昨年度と今年度

を見ても、回数は同じで参加者が同じであっても、謝金は違うが、この辺りの
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考え方はどのようになっているのか。 

＜社会教育課長＞ 

　講師謝金については、講演によっては、講師が１人ではなくて複数名おられた

り、例えばそういう木工であるとか、体験型のプログラムだとどうしても複数

名おられることもあるので、そういった場合には、少し金額が１人のときより

も多くなることもある。一律謝金という取決めはないので、それぞれ一般的に

幾らほど、その方がお受けになるときに報酬として最適なのかをお聞きした上

で、こちらとしても予算があるので、それを加味しながら総合的に判断をさせ

ていただいている。 

＜山本委員＞ 

　生涯学習も一緒か。 

＜社会教育課長＞ 

　はい、全てそういうような考え方である。 

＜山本委員＞ 

　そうしたら、人数と、あと交渉で、それで変わってくるということか。 

＜福井委員＞ 

　２９２ページの上、図書電算管理経費のについて、この一番下の主な経費の機

器賃借料４３２万円を再度説明願う。というのは、要するにシステム運用をし

て、蔵書の予約がインターネットでできるし、それに合わせて、蔵書管理の効

率化を図っただろうけれども、機器賃借料は、何と言われたかな。 

＜図書館館長＞ 

　先ほどの説明に少し補足する。図書館管理システムについては、システム機器

を構築した後、一括でお支払いするのが難しい関係があり、長期リースでお借

りする形で５年間、６０か月の期間で賃借料を払っていく。始まりの年と終わ

りの年が１２か月に満たない年もあり、去年度は１０か月払い分で終了するの

で、一昨年の１２か月分と比べると、８６万４，８２０円減少している。リー

ス期間が終わった後は、その機器は、リース落ちと言って価値がゼロになるこ

とから亀岡市に所有権が帰属するので、リース料なしで機器を使っている。 

＜福井委員＞ 

　リースの関係は分かった。今、要はリース落ちして、もうリース料は払わなく

てよくなって、機器をそのまま令和６年度も使っていたということか。 

＜図書館館長＞ 

　システムに関しては、基本５年でリース落ちになるのだけれども、故障とか、

特別致命的な理由がない限りは、予算の関係もあるので、なるべく長く使おう

ということの中で、つい先月まで使っていた。実は、今年度のお話になるのだ

けれども、ちょっと停電時に不具合が生じたので、９月から実は新しいシステ

ムに更新していくために新たに契約をした。 

＜福井委員＞ 

　そしたら、４３２万４，１００円を払ったのは、令和６年度の、例えば１０月

までか、その辺がよく分からない。 

＜図書館館長＞ 

　賃借料に関しては、昨年度比で８６万４，８２０円減額で、これは１０か月分

である。なので、令和５年の決算額と比較していただくと、８６万４，８２０

円ほど差が開いていると思う。 
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＜福井委員＞ 

　開いている、下がっているのやな。 

＜教育部長＞ 

　１０か月分ということは、４月から始まって１月まで分ということになる。 

＜図書館館長＞ 

　４月から１月分までである。 

＜福井委員＞ 

　それが決算として、この金額で上がっているという理解をしたらいいのだね。 

＜図書館館長＞ 

　そのとおりである。 

＜福井委員＞ 

　その後、故障した場合はどうするのか。 

＜図書館館長＞ 

実は、７月に停電があって、そのときに一部機能が傷んだので、もう期限切れ

ということもあるので、新しいシステムに更新することにした。９月に機器を

更新して新しいシステムを使い始めている。したがって、また今月から新たに

リース料が生じている。 

　＜竹内委員長＞ 

　　そのほか、ないようなので、以上で質疑を終わる。 

　 

（質疑終了） 

１６：１５ 

（教育部　退室） 

 

（休　憩）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６：１５～１６：３０ 

 

≪事務事業評価打ち合わせ≫ 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６：３０ 

＜竹内委員長＞ 

　これより、事務事業評価打ち合わせを行う。 

　事務局より、事務事業評価の流れ等、説明願う。 

 

　[事務局より、事務事業評価の流れ等について説明] 

 

＜竹内委員長＞ 

　評価点数は、それは個人のことであるので、最後の総合評価で話をしていただ

き、拡充か、現状維持か、見直しが必要なのか、意見の中でまとめるというこ

とでよいか。 

 

―全員了― 

 

＜竹内委員長＞ 

　本日の審査はこれまでとする。明日９月１８日（木）午前１０時に再開する。 
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散会　～１６：４０


